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「申請の手引き」【本編】及び【資料編】（令和８年７月改訂版）については、令和８年７月１日

施行の制度改正内容の反映とあわせて、旧版（令和６年１２月版）から全面的な改訂を行ってい

ます。 

改訂内容のうち、主なものは下記のとおりとなりますが、下記に記載の箇所にかかわらず、改

めて「申請の手引き」【本編】及び【資料編】全体の内容につきご確認ください。 

 

☆「申請の手引き」【本編】の主な改訂箇所 

 

［表紙第２面］ 

  ・書面による申請及び電子申請における審査期間を記載 

 

［Ｐ３の３（総合評定値（Ｐ）の算出方法）関係］（旧版Ｐ３の３） 

  ・掲載表及び算式について、制度改正に伴う最低点の変更 

 

［Ｐ５の２（提出書類）関係］（旧版Ｐ５の２） 

  ・申請書等の各参照頁の修正 

 

［Ｐ５の３（申請にあたっての留意事項）関係］（旧版Ｐ５の３） 

  ・「【２】綴じ方」について、様式第２号～第７号、様式Ｂ～Ｆを提出する場合は申請書等と 

一緒に綴じるよう変更 

 

［Ｐ６の４（提出先）関係］（旧版Ｐ６の４） 

  ・電子申請に係る内容を追加 

 

［Ｐ７～８（２０００１帳票）関係］（旧版Ｐ７～８） 

  ・記入例の内容を「審査基準日：令和８年３月３１日」として時点修正 

  ・各項番の注意書きの追加、変更 

 

［Ｐ９～１０（２０００２帳票）関係］（旧版Ｐ９～１０） 

  ・記入例の内容を「審査基準日：令和８年３月３１日」として時点修正 

  ・各項番の注意書きの追加、変更 

 

［Ｐ１１（業種間積み上げ・付表）関係］（旧版Ｐ１１） 

  ・付表の記入例の内容を「審査基準日：令和８年３月３１日」として時点修正 

  ・付表に係る注意書きを追加 

 

［Ｐ１２～１３（２０００４帳票）関係］（旧版Ｐ１２） 

  ・記入例を２頁に分割 

  ・制度改正に伴う帳票の変更及び改正内容の反映 

（旧項番４１～４３の削除、新項番５２の追加等） 

  ・各項番の注意書きの追加、変更 

 

［Ｐ１４（２０００５帳票）関係］（旧版Ｐ１３） 

  ・記入例の内容を「審査基準日：令和８年３月３１日」（令和８年７月申請）として時点修正 

  ・各項目の注意書きの追加、変更 
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［Ｐ１５～１８（技術職員名簿に関する留意事項）関係］（旧版Ｐ１４～１５） 

  ・⑤（新規掲載者に該当する技術職員について）及び⑦（「講習受講：１」による加点（６点 

評価）について）を追加 

  ・各項目の記載順の変更 

  ・⑥（所定の実務経験を必要とする場合の取扱いについて）において、「実務経験証明書」の 

   提出を求めるケースを追加 

 

［Ｐ１９～２１（工事経歴書）関係］（旧版Ｐ１６～１８） 

  ・Ｐ２１の「留意事項」の記載内容の見直し 

 

［Ｐ２２～２３（新項番６２：建設機械）関係］（旧版Ｐ１９～２０） 

  ・評価要件の記載 

  ・制度改正に伴い追加となる建設機械の内容を反映 

  ・所有権留保付き割賦購入による建設機械に係る提出書類等の内容を追加 

  ・「建設機械の保有状況一覧表」の記載例及び記載要領の変更 

 

［Ｐ２４（新項番４６：ＣＰＤ単位取得数）関係］（旧版Ｐ２１） 

  ・「ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿」の留意事項の注意書きの追加、変更 

 

［Ｐ２５（新項番４７：技能レベル向上者数）関係］（旧版Ｐ２２） 

  ・技能レベル向上の考え方（イメージ図）の追加 

  ・「技能者名簿」の留意事項の注意書きの追加、変更 

 

［Ｐ２６（新項番５１：ＣＣＵＳの就業履歴の蓄積措置状況）関係］（旧版Ｐ２３） 

  ・制度改正に伴う点数変更（５点減）の内容を反映 

 

［Ｐ２７（新項番５２：自主宣言制度）関係］（新設） 

  ・評価要件、提出書類等につき記載 

 

［Ｐ２８（チェックリスト）関係］（旧版Ｐ２４） 

  ・制度改正に伴う内容の追加、変更 

  ・各項目における確認書類の見直し 

  ・各項目における注意書きを削除（注意書きの内容はＰ２９以降の要領に記載） 

 

［Ｐ２９～４０（確認書類の要領）関係］（旧版Ｐ２５～２６） 

  ・「チェックリスト」に記載した各確認書類の提出に係る留意事項等を整理 

 

［Ｐ４１～４２（Ⅳ．その他）関係］（旧版Ｐ２７～２８） 

  ・８（登録経営状況分析機関）の時点修正 
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☆「申請の手引き」【資料編】の主な改訂箇所 

 

［資-３～６（有資格区分コード表）関係］（旧版資-３～６） 

  ・「必要実務経験年数」欄の追加 

  ・各頁下部に「備考」欄を追加 

  ・制度改正に伴う資-６「認定能力評価基準」の表への追加内容の反映 

 

［資-７～８（建設工事の業種区分一覧表）関係］（旧版には頁数の付番なし） 

  ・現行版に更新 

 

［資-９～２０（総合評定値（Ｐ）の算出方法等）関係］（旧版資-７～１８） 

  ・各項目の算出方法等につき、制度改正の内容の反映 

 

［資-２１～３６（確認書類等様式）関係］（旧版には頁数の付番なし） 

  ・申請書様式（様式第二十五号の十四）については削除 

  ・「取下げ願い」「工事経歴書」「建設業に係る訂正の届出書」様式についても削除 

  ・制度改正に伴う様式第７号の追加（資-２７） 

  ・近畿地方整備局が独自に定めた様式について、様式番号（アルファベット：Ａ～Ｆ）を付 

番（資-２９～３４） 

  ・様式Ａ～Ｆについて、それぞれ制度改正等に伴う項目等の一部改定 

  ※様式Ａ～Ｆについて、別途ＨＰに掲載している様式（Excel形式）内に「記載要領」等のシ 

ートを追加 

 


